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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信信号を受信する機能を有する第１の回路と、
　前記第１の回路からの信号により充電を行う機能を有するバッテリー部と、
　前記バッテリー部から供給される電力により、前記第１の回路からの信号の振幅を増幅
する機能を有する信号送受信部と、
　前記信号送受信部からの信号を無線信号として送信する機能を有する第２の回路と、
　前記第２の回路からの無線信号を受信する機能を有する第３の回路と、
　前記第３の回路からの信号を整流化する機能を有する第１の整流回路と、
　前記第１の整流回路からの信号から電力を生成する機能を有する電源回路と、
　前記第３の回路からの信号及び前記電源回路からの信号が供給される信号処理回路と、
を有することを特徴とする無線受電装置。
【請求項２】
　通信信号を受信する機能を有する第１の回路と、
　前記第１の回路からの信号により充電を行う機能を有するバッテリー部と、
　前記バッテリー部から供給される電力により、前記第１の回路からの信号の周波数を変
換するとともに振幅を増幅する機能を有する信号送受信部と、
　前記信号送受信部からの信号を無線信号として送信する機能を有する第２の回路と、
　前記第２の回路からの無線信号を受信する機能を有する第３の回路と、
　前記第３の回路からの信号を整流化する機能を有する第１の整流回路と、
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　前記第１の整流回路からの信号から電力を生成する機能を有する電源回路と、
　前記第３の回路からの信号及び前記電源回路からの信号が供給される信号処理回路と、
を有することを特徴とする無線受電装置。
【請求項３】
　請求項１において、
　前記信号送受信部は、スイッチと、アンプと、を有し、
　前記スイッチは、前記第１の回路からの信号の入力を制御する機能を有し、
　前記アンプは、前記第１の回路からの信号を増幅する機能を有することを特徴とする無
線受電装置。
【請求項４】
　請求項２において、
　前記信号送受信部は、スイッチと、復調回路と、周波数変換回路と、を有し、
　前記スイッチは、前記第１の回路からの信号の入力を制御する機能を有し、
　前記復調回路は、前記第１の回路からの信号を復調する機能を有し、
　前記周波数変換回路は、前記復調回路からの信号の周波数を変換する機能を有すること
を特徴とする無線受電装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項において、
　前記バッテリー部は、第２の整流回路と、充電制御回路と、バッテリーと、放電制御回
路と、を有し、
　前記第２の整流回路は、前記第１の回路からの信号を整流化する機能を有し、
　前記充電制御回路は、前記第２の整流回路からの信号による前記バッテリーの充電を制
御する機能を有し、
　前記放電制御回路は、前記バッテリーの前記第２の回路への放電を制御する機能を有す
ることを特徴とする無線受電装置。
【請求項６】
　請求項５において、
　前記バッテリーは、２次電池またはコンデンサーであることを特徴とする無線受電装置
。
【請求項７】
　請求項６において、
　前記２次電池は、リチウム電池、リチウムポリマー電池、リチウムイオン電池、ニッケ
ル水素電池、ニカド電池、有機ラジカル電池、鉛蓄電池、空気二次電池、ニッケル亜鉛電
池または銀亜鉛電池であることを特徴とする無線受電装置。
【請求項８】
　請求項６において、
　前記コンデンサーは、電気二重層コンデンサーであることを特徴とする無線受電装置。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか一項において、
　前記通信信号は、リーダ／ライタから送信される信号であることを特徴とする無線受電
装置。
【請求項１０】
　請求項１乃至９のいずれか一項において、
　前記第２の回路は、電磁結合方式または電磁誘導方式により、前記信号送受信部からの
信号を前記第３の回路に送信する機能を有することを特徴とする無線受電装置。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれか一項において、
　前記第１の回路が有するアンテナと、前記第２の回路が有するアンテナとは、形状が異
なることを特徴とする無線受電装置。
【請求項１２】
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　請求項１乃至１１のいずれか一項において、
　前記第１の回路は複数のアンテナを有し、
　前記複数のアンテナはそれぞれ形状が異なることを特徴とする無線受電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、無線により電力の供給がなされる無線受電装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
様々な電子機器の普及が進み、多種多様な製品が市場に出荷されている。特に近年、屋外
にて使用する携帯型の電子機器の普及は顕著である。
【０００３】
屋外にて使用する携帯型の電子機器の一例として、情報送受信機器であるＲＦＩＤ（Ｒａ
ｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）タグ（以下、ＲＦタグと
いう）は、実用化に向けた研究開発も活発に行われている。ＲＦタグは、アクティブタイ
プ（能動タイプ）のＲＦタグと、パッシブタイプ（受動タイプ）のＲＦタグとの二つのタ
イプに分けることができる。一方、アクティブタイプのＲＦタグ及びパッシブタイプのＲ
Ｆタグとは別に、ＲＦタグを駆動するための電源を確保するためにバッテリーを具備し、
当該バッテリーに対し、携帯電話等の電磁波を用いてバッテリーの充電をする技術の開発
も進んでいる（特許文献１を参照）。
【０００４】
　なおＲＦタグは、ＩＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）タグ、ＩＣチップ、
ＲＦチップ、無線タグ、電子タグとも呼ばれる。
【０００５】
なお、電磁波による無線信号を用いるバッテリーの充電は、ＲＦタグに限らない。他にも
携帯用の電子機器のバッテリーを充電するために専用の電気エネルギー供給装置により充
電を行う研究開発も進んでいる（特許文献２を参照）。
【特許文献１】特開２００３－６５９２号公報
【特許文献２】特開２００３－２９９２５５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、携帯型の電子機器においてバッテリー充電のために供給される電磁波を
受信するアンテナの形状は、受信する電磁波の周波数毎に応じて形成する必要があった。
そのため、受信するための電磁波の周波数が変わる度にアンテナの形状を変える必要があ
った。つまり製造段階におけるアンテナの交換の問題は製造コストの増加に繋がり、この
問題は安価なコストで生産するための課題であった。
【０００７】
また携帯型の電子機器において、電磁波をアンテナで受信することで得られた電力を蓄電
するバッテリーが、電力を供給する負荷に比べて大型の場合、電力が供給される負荷の作
製工程を同じにすることは困難であった。しかしながら、別の工程で電力が供給される負
荷と、アンテナに接続されたバッテリーとを作製し、負荷とアンテナに接続されたバッテ
リーとの接続を、貫通電極やワイヤーボンディング等の方法により行い、バッテリーから
負荷への電力の伝達を行うことは、断線や接続不良などが起こるといった不具合が残り得
るといった課題もあった。
【０００８】
　そこで本発明は、電力供給のため受信する電磁波の周波数が変わる場合においても製造
コストを増加させることのない無線受電装置を提供することを課題とする。また本発明は
、負荷と、アンテナに接続されたバッテリーとを別の工程で作製した際の電力の伝達を、
断線や接続不良などが起こることなく行うことができる無線受電装置を提供することを目
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的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
上述の諸問題を解決するため、本発明の無線受電装置は第１のアンテナ回路、第２のアン
テナ回路、及びバッテリー部を具備する電力送受信部と、第３のアンテナ回路を具備する
負荷部とを有することを特徴とする。そして本発明の無線受電装置は、第１のアンテナ回
路が受信する第１の無線信号によりバッテリー部のバッテリーの充電を行い、バッテリー
部に充電された電力を第２のアンテナ回路より第２の無線信号として送信し、第２の無線
信号を第３のアンテナ回路が受信することで負荷への電力の供給を行うことを特徴とする
。
【００１０】
本発明の無線受電装置の一は、第１の無線信号を受信する第１のアンテナ回路と、第１の
アンテナ回路で第１の無線信号を受信することにより生成される電力が充電されるバッテ
リー部と、バッテリー部に充電された電力を第２の無線信号として送信する第２のアンテ
ナ回路と、が設けられた電力送受信部と、第２の無線信号を受信する第３のアンテナ回路
と、第３のアンテナ回路で受信する第２の無線信号が入力される負荷とが設けられた負荷
部と、を有することを特徴とする。
【００１１】
また別の本発明の無線受電装置の一は、通信信号を受信する第１のアンテナ回路と、第１
のアンテナ回路で通信信号を受信することにより生成される電力が充電されるバッテリー
部と、通信信号の振幅を、バッテリー部の電力により、増幅するための信号送受信部と、
信号送受信部で増幅された通信信号を無線信号として送信する第２のアンテナ回路と、が
設けられた電力送受信部と、無線信号を受信する第３のアンテナ回路と、第３のアンテナ
回路で受信する無線信号が入力される整流回路と、整流回路から出力信号により電力を生
成する電源回路と、第３のアンテナ回路で受信する無線信号が入力され、且つ電源回路か
らの電力の供給が行われる信号処理回路と、が設けられた負荷部と、を有することを特徴
とする。
【００１２】
また本発明のバッテリー部は、整流回路と、充電制御回路と、バッテリーと、放電制御回
路とを有し、充電制御回路は、第１の無線信号が整流回路に入力され生成される電力のバ
ッテリーへの充電を制御し、放電制御回路は、バッテリーに充電された電力の第２のアン
テナ回路への放電を制御するものであってもよい。
【００１３】
また本発明の第１のアンテナ回路と、第２のアンテナ回路は、アンテナの形状が異なるも
のであってもよい。
【００１４】
また本発明のバッテリーは、２次電池またはコンデンサーであってもよい。
【００１５】
また本発明の２次電池は、リチウム電池、リチウムポリマー電池、リチウムイオン電池、
ニッケル水素電池、ニカド電池、有機ラジカル電池、鉛蓄電池、空気二次電池、ニッケル
亜鉛電池または銀亜鉛電池であってもよい。
【００１６】
また本発明のコンデンサーは、電気二重層コンデンサーであってもよい。
【００１７】
また本発明の第１の無線信号は、外部空間に存在する商用電波であってもよい。
【００１８】
また本発明の第１の無線信号は、給電器より送信された電磁波であるものであってもよい
。
【００１９】
また本発明の第２のアンテナ回路は、電磁結合方式または電磁誘導方式により、第２の無
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線信号を第３のアンテナ回路に送信するものであってもよい。
【００２０】
また本発明の第１のアンテナ回路は複数のアンテナを有し、複数のアンテナは形状の異な
るアンテナであってもよい。
【００２１】
また本発明の第２のアンテナ回路は、バッテリー部から供給される電力により、第２の無
線信号の振幅を増幅するためのアンプを有するものであってもよい。
【００２２】
また本発明の第２のアンテナ回路は、第２の無線信号の周波数を制御するための発振器を
有するものであってもよい。
【００２３】
また本発明の負荷は、整流回路、電源回路、信号処理回路、及び第４のアンテナ回路を有
するＲＦタグであって、第４のアンテナ回路で受信する信号は、信号処理回路において処
理が行われ、信号処理回路を駆動するための電力は、第３のアンテナ回路で受信した第２
の無線信号を、整流回路を介して電源回路に入力することで生成されるものであってもよ
い。
【００２４】
また本発明の負荷部は、第３のアンテナ回路に接続された負荷を有し、負荷は、間欠的に
電力の供給を受けて駆動する電子機器であってもよい。
【発明の効果】
【００２５】
本発明の無線受電装置の構成とすることによって、電力送受信部と負荷部を容易に脱着可
能にすることができる。そのため、第１のアンテナ回路で受信する電磁波の周波数が変わ
る度に生じるアンテナの形状の変更を、第１のアンテナ回路を具備する電力送受信部の変
更だけで行うことができる。そのため、本発明の無線受電装置は、第１のアンテナ変更に
伴う生産コストの増大を抑えることができ、安価なコストで生産することができる。
【００２６】
　また本発明は、電磁波により供給された電力を蓄積するバッテリー及び電磁波を受信す
るアンテナを具備するバッテリー部と、電力が供給される負荷を含む負荷部とを別に形成
し、無線信号により負荷部に電力の供給を行うことを特徴とする。そのため、電磁波によ
り供給される電力を蓄積するバッテリー部と、電力が供給される負荷部との接続するため
に、貫通電極やワイヤーボンディング等の方法を用いずに電力の伝達を行うため、断線や
接続不良といった不具合を低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。但し、本発明は多く
の異なる態様で実施することが可能であり、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱すること
なくその形態及び詳細を様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従っ
て本実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する本
発明の構成において、同じ物を指し示す符号は異なる図面間において共通とする。
（実施の形態１）
【００２８】
　本実施の形態では、本発明の無線受電装置の一例に関して図面を参照して説明する。
【００２９】
　本実施の形態で示す無線受電装置１００は、電力送受信部１０１、負荷部１０２を有し
ている。電力送受信部１０１は、第１のアンテナ回路１０３、バッテリー部１０４、第２
のアンテナ回路１０５を有している。バッテリー部１０４は、整流回路１０６、充電制御
回路１０７、バッテリー１０８、放電制御回路１０９を有している。また負荷部１０２は
第３のアンテナ回路１１０及び負荷１１１を有している。
【００３０】
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なお、図１に示す無線受電装置１００においては、図２に示すように無線受電装置１００
の外部に設けられた電磁波供給手段２０１により電磁波２０２が電力送受信部１０１の第
１のアンテナ回路１０３に送信されている。本明細書における電磁波供給手段２０１は、
特定の波長の電磁波を発振する給電器であってもよいし、商用電波として用いられている
電磁波を利用してもよい。給電器は、特定の波長の電磁波を発信する装置であればよく、
無線受電装置１００の第１のアンテナ回路１０３が受信し易い波長の電磁波を発信するこ
とが好ましい。外部空間に存在する電磁波としては、例えば、携帯電話の中継局の電磁波
（８００～９００ＭＨｚ帯、１．５ＧＨｚ、１．９～２．１ＧＨｚ帯等）、携帯電話から
発振される電磁波、電波時計の電磁波（４０ｋＨｚ等）、家庭用の交流電源のノイズ（６
０Ｈｚ等）等を利用することができる。
【００３１】
なお、本明細書においては、第１のアンテナ回路１０３が受信する電磁波供給手段からの
電磁波を、以下第１の無線信号という。第１の無線信号として、給電器からの電磁波を用
いた際には、特定の周波数の電磁波により電力を無線で送信できるため、効率よく電力の
伝達を行うことができる。また第１の無線信号として、外部空間に存在する商用電波を用
いた際には、商用電波が届く圏内にあれば屋外であっても、無線による電力の供給を行う
ことができる。
【００３２】
　図２における電磁波供給手段２０１として給電器を用いる場合、第１のアンテナ回路１
０３と給電器との間に適用する第１の無線信号の伝送方式は、電磁結合方式、電磁誘導方
式又はマイクロ波方式等を用いることができる。伝送方式は、実施者が適宜使用用途を考
慮して選択すればよく、伝送方式に伴って最適な長さや形状のアンテナを設ければよい。
【００３３】
　また、図２における電磁波供給手段２０１として給電器を用いる場合、給電器の構成に
ついて図３に示す。図３に示す給電器３００は、送電制御部３０１、アンテナ回路３０２
によって構成することができる。送電制御部３０１は、無線受電装置１００に送信する送
電用の電気信号を変調し、アンテナ回路３０２から送電用の第１の無線信号３０５を出力
する。本実施の形態において、例として示す図３の給電器３００のアンテナ回路３０２は
、送電制御部３０１に接続され、ＬＣ並列共振回路を構成するアンテナ３０３及び共振容
量３０４を有する。送電制御部３０１は、送電時にアンテナ回路３０２に誘導電流を供給
し、アンテナ３０３より無線受電装置１００に送電用の第１の無線信号３０５を出力する
。
【００３４】
　なお電磁波供給手段として給電器を用いた場合、給電器より無線受電装置１００の第１
のアンテナ回路１０３に送信される第１の無線信号３０５の周波数は、特に限定されず、
例えばサブミリ波である３００ＧＨｚ～３ＴＨｚ、ミリ波である３０ＧＨｚ～３００ＧＨ
ｚ、マイクロ波である３ＧＨｚ～３０ＧＨｚ、極超短波である３００ＭＨｚ～３ＧＨｚ、
超短波である３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚ、短波である３ＭＨｚ～３０ＭＨｚ、中波である
３００ｋＨｚ～３ＭＨｚ、長波である３０ｋＨｚ～３００ｋＨｚ、及び超長波である３ｋ
Ｈｚ～３０ｋＨｚのいずれの周波数も用いることができる。
【００３５】
　再度図１の説明に戻る。図１において、電磁波供給手段より第１の無線信号を受信する
電力送受信部１０１における第１のアンテナ回路１０３の構成について一例を図４（Ａ）
に示す。図４（Ａ）において、第１のアンテナ回路１０３は、アンテナ４５１、共振容量
４５２によって設けることができる。なお本明細書ではアンテナ４５１及び共振容量４５
２を併せて第１のアンテナ回路１０３という。
【００３６】
　なお、複数の形状のアンテナを一体に組み合わせて形成し、複数の周波数帯の第１の無
線信号の受信に対応したアンテナを本発明の無線受電装置１００における第１のアンテナ
回路１０３に採用してもよい。一例として、図８にアンテナの形状について示す。例えば
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、図８（Ａ）に示すようにバッテリー１０８等が設けられたバッテリー部１０４の周りに
一面のアンテナ２９０２Ａと１８０度無指向性（どの方向からでも同じく受信可能）なア
ンテナ２９０２Ｂを配した構造を取っても良い。また、図８（Ｂ）に示すようにバッテリ
ー１０８等が設けられたバッテリー部１０４の周りに細いコイル状のアンテナ２９０２Ｃ
と、高周波数の第１の無線信号を受信するためのアンテナ２９０２Ｄと、棒状に長く伸ば
したアンテナ２９０２Ｅを配した構造をとってもよい。図８のように複数の形状のアンテ
ナを設けることで複数の周波数帯の電磁波（例えば、給電器からの第１の無線信号と外部
に無作為に生じている電磁波）の受信に対応した無線受電装置にすることができる。
【００３７】
　また図１の電力送受信部１０１における整流回路１０６は、第１のアンテナ回路１０３
が受信する第１の無線信号により誘導される交流信号を直流信号に変換する回路であれば
よい。主に、整流回路１０６は、ダイオードと平滑容量で構成される。インピーダンスの
調整を行うために抵抗や容量を持たせてもよい。一例として整流回路１０６は、図４（Ｂ
）に示すように、ダイオード４５３、平滑容量４５５によって構成すればよい。
【００３８】
　また図１の電力送受信部１０１における充電制御回路１０７は、整流回路１０６より入
力された電気信号の電圧レベルを制御してバッテリー１０８に出力する回路であればよい
。例えば、図５（Ｂ）に示すように、レギュレータ４０１と整流特性を有するダイオード
４０３で構成することができる。ダイオード４０３は、バッテリー１０８に充電された電
力の漏洩を防止するものである。そのため、図５（Ａ）に示すように、ダイオード４０３
をスイッチ４０２に置き換えた構成としてもよい。スイッチ４０２を設ける場合、バッテ
リー１０８の充電が行われている状態でオンにし、充電が行われていない状態でオフとす
ることによりバッテリー１０８に充電された電力の漏洩を防止できる。
【００３９】
　図１の電力送受信部１０１における充電制御回路１０７により電圧レベルが制御された
電気信号は、バッテリー１０８に入力され当該バッテリー１０８の充電が行われる。バッ
テリー１０８に充電された電力は、放電制御回路１０９を介して第２のアンテナ回路１０
５に供給される（バッテリー１０８の放電が行われる）。
【００４０】
　なお、本発明においてバッテリーとは、充電することで連続使用時間を回復することが
できる蓄電手段のことをいう。なお蓄電手段としては２次電池、またはコンデンサー等が
あるが本明細書においては総称してバッテリーという。なおバッテリーとしては、その用
途により異なるが、シート状に形成された二次電池を用いることが好ましく、例えばリチ
ウム電池、好ましくはゲル状電解質を用いるリチウムポリマー電池や、リチウムイオン電
池等を用いることで、小型化が可能である。勿論、充電可能な二次電池であればなんでも
よく、ニッケル水素電池、ニカド電池、有機ラジカル電池、鉛蓄電池、空気二次電池、ニ
ッケル亜鉛電池、銀亜鉛電池などの充電放電可能な電池であってもよい。
【００４１】
　なお、本発明のバッテリー１０８として用いるコンデンサーとしては、電極の対向面積
が大きいものであることが望ましい。コンデンサーは電池に較べ構成が単純であり薄膜化
や積層化も容易である。本発明においては、活性炭、フラーレン、カーボンナノチューブ
など比表面積の大きい電極用材料を用いた電気二重層コンデンサーを用いることが好適で
ある。電気二重層コンデンサーは蓄電機能を有し、充放電の回数が増えても劣化が小さく
、急速充電特性にも優れているため好適である。
【００４２】
　また、本実施の形態において、バッテリー１０８に蓄電される電力は、第１のアンテナ
回路１０３で受信する第１の無線信号に限らずに、別途電力送受信部１０１の一部に発電
素子を設けることで、補われる構成としてもよい。電力送受信部１０１に、別途発電素子
を設ける構成とすることによって、バッテリー１０８に蓄電される電力の供給量を増やし
、また充電速度を速めることができる。発電素子としては、例えば太陽電池を用いた発電
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素子であってもよいし、圧電素子を用いた発電素子であってもよいし、微小構造体（ＭＥ
ＭＳ：Ｍｉｃｒｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ）を用いた発
電素子であってもよい。
【００４３】
　図１において放電制御回路１０９は、バッテリー１０８より出力された電圧レベルを制
御して、バッテリー１０８の放電を制御する回路であればよい。例えば、図６（Ａ）に示
すように、スイッチ５０１と、レギュレータ５０２で構成することができる。スイッチ５
０１のオン又はオフを制御することにより、バッテリー１０８から第２のアンテナ回路１
０５への電力の供給の有無を制御することができる。
【００４４】
　また、バッテリー１０８の電圧値に応じてスイッチ５０１のオン又はオフを制御する構
成としてもよい。例えば、図６（Ａ）に示す構成にシュミットトリガー５０３を組み合わ
せた構成とすることができる（図６（Ｂ）参照）。シュミットトリガー５０３は、スイッ
チング素子に履歴現象（ヒステリシス性）を持たせることができる。具体的には、入力電
圧に対して上限値と下限値との２つのスレッショルドレベルを持ち、これらの値より入力
が高くなるか、あるいは低くなるかによりオン、オフを制御することができる。例えば、
バッテリー１０８の電圧値が５Ｖ以上の場合にスイッチ５０１がオンし、３Ｖ以下でオフ
することができる。つまり、バッテリー１０８に一定の電力が充電されている場合に限っ
て第２のアンテナ回路１０５に電力を供給する構成とすることができる。
【００４５】
なお、本発明の無線受電装置において、充電制御回路のスイッチ４０２及び放電制御回路
のスイッチ５０１を制御する充放電管理回路を設けてもよい。図１２に図１に示した構成
に充放電管理回路１７１を追加した構成を示す。充放電管理回路１７１は、バッテリー１
０８の充電状況の監視を行い、バッテリー１０８の充電状況に応じて、充電制御回路１０
７に設けられたスイッチ４０２の制御、放電制御回路１０９に設けられたスイッチ５０１
の制御を行う回路であればよい。例えば、第１のアンテナ回路で受信する第１の無線信号
の受信状況、またはバッテリー１０８の電圧値をモニタリングし、充電制御回路１０７に
設けられたスイッチ４０２の制御、放電制御回路１０９に設けられたスイッチ５０１の制
御することでバッテリー１０８の充放電の管理を行う。バッテリー１０８の充電状況に応
じて、充放電管理回路１７１を用いてバッテリー１０８の充電について管理することによ
って、バッテリー１０８の充電を行う際の過充電や、バッテリー１０８に充電された電力
の漏洩を抑制または防止することができる。
【００４６】
また図１において、電力送受信部１０１より負荷部１０２へ電磁波を送信する第２のアン
テナ回路１０５の構成について一例を図７に示す。図７において、第２のアンテナ回路１
０５は、アンテナ８０１、共振容量８０２、アンプ８０３によって構成される。なお本実
施の形態ではアンテナ８０１、共振容量８０２、アンプ８０３を併せて第２のアンテナ回
路１０５という。図７における第２のアンテナ回路１０５は、アンプ８０３を有する構成
とすることで第２のアンテナ回路１０５より送信される信号の振幅を増幅し、第３のアン
テナ回路に送信する信号によって電力の供給を行うことができる。なお第２のアンテナ回
路１０５は図７に示す構成に限定されず、負荷部１０２にある第３のアンテナ回路１１０
に電磁波により電力を供給できるものであればよい。
【００４７】
また第２のアンテナ回路１０５において、図７に示す構成とは別の構成について図１９に
示す。図１９において、第２のアンテナ回路１０５は、アンテナ８０１、共振容量８０２
、アンプ８０３、発振器１９０１によって構成される。図７との違いは発振器１９０１を
有する構成であることである。図１９における第２のアンテナ回路１０５は、発振器１９
０１を有する構成とすることで第２のアンテナ回路１０５より送信される無線信号の周波
数を第１の無線信号の周波数と異ならせることができる。
【００４８】
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本明細書においては、第２のアンテナ回路１０５より送信され、第３のアンテナ回路１１
０で受信する電磁波を、第２の無線信号という。
【００４９】
　なお、電力送受信部１０１の第２のアンテナ回路１０５より負荷部１０２の第３のアン
テナ回路１１０への第２の無線信号１１２による電力の伝送方式として、電磁結合方式又
は電磁誘導方式（例えば、１３．５６ＭＨｚ帯）を適用し、電界密度の変化による電磁誘
導を利用することが、効率よく電力の供給を行うことができるため好ましい。電磁結合方
式又は電磁誘導方式を採用する際、第２のアンテナ回路１０５及び第３のアンテナ回路１
１０として機能する導電膜を輪状（例えば、ループアンテナ）、らせん状（例えば、スパ
イラルアンテナ）に形成する。なお、電力送受信部１０１の第２のアンテナ回路より負荷
部１０２の第３のアンテナ回路への第２の無線信号１１２による電力の伝送方式をマイク
ロ波方式（例えば、ＵＨＦ帯（８６０～９６０ＭＨｚ帯）、２．４５ＧＨｚ帯等）を適用
する場合には、信号の伝送に用いる電磁波の波長を考慮してアンテナとして機能する導電
膜の長さや形状を適宜設定すればよく、遠距離でも電磁波の送受信を行うことができる。
マイクロ波方式を用いる場合は、アンテナとして機能する導電膜を例えば、線状（例えば
、ダイポールアンテナ）、平坦な形状（例えば、パッチアンテナ）等に形成することがで
きる。また、アンテナとして機能する導電膜の形状は線状に限られず、電磁波の波長を考
慮して曲線状や蛇行形状またはこれらを組み合わせた形状で設けてもよい。
【００５０】
なお図１において、第２のアンテナ回路１０５より第２の無線信号１１２を受信する負荷
部１０２における第３のアンテナ回路１１０の構成については、上記第１のアンテナ回路
の構成について示した図４（Ａ）の構成と同様である。
【００５１】
本発明において、上記説明した第１のアンテナ回路１０３、第２のアンテナ回路１０５、
及び第３のアンテナ回路１１０におけるアンテナの形状は、異なる形状のアンテナを設け
ることができる。そのため、第１のアンテナ回路１０３が受信する第１の無線信号と、第
２のアンテナ回路と第３のアンテナ回路との間で送受信される第２の無線信号とが、周波
数の異なる無線信号を用いた異なる形式の電力伝送方式を採用することができる。そして
、本発明の無線受電装置においては、電力送受信部１０１と負荷部１０２を別々に作製す
ることによって、電力送受信部と負荷部を容易に脱着可能にすることができる。そのため
、第１のアンテナ回路で受信する電磁波の周波数が変わる度に生じるアンテナの形状の変
更を、第１のアンテナ回路を具備する電力送受信部の変更だけで行うことができる。その
ため、本発明の無線受電装置は、第１のアンテナ変更に伴う生産コストの増大を抑えるこ
とができ、安価なコストで生産することができる。
【００５２】
　また本発明は、第１の無線信号により供給された電力を蓄積するバッテリー及び第１の
無線信号を受信するアンテナを具備するバッテリー部と、電力が供給される負荷を含む負
荷部とを別に形成し、第２のアンテナ回路と第３のアンテナ回路との間で送受信される第
２の無線信号により、負荷部への電力の供給を行うことを特徴とする。そのため、電磁波
により供給される電力を蓄積するバッテリー部と、電力が供給される負荷部との間で、貫
通電極やワイヤーボンディング等を用いずに電力の伝送を行うことができるため、断線や
接続不良といった不具合を低減することができる。
【００５３】
また図１において、負荷部１０２における負荷１１１の構成は、電子機器毎に異なる。例
えば負荷１１１としては、電子ペーパー等の表示装置が挙げられる。また負荷１１１とし
ては、温度や圧力などを定期的に測定するセンサーを駆動するための動力、データ信号送
信部等が挙げられる。また負荷部１０２がＲＦタグの場合、負荷１１１は復調回路、変調
回路等が挙げられる。
【００５４】
次に、図１に示す無線受電装置の動作について図９に示すフローチャートを用いて説明を
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行う。
【００５５】
まず無線受電装置１００の第１のアンテナ回路１０３は、外部からの電磁波供給手段より
バッテリーを充電するための第１の無線信号を受信する（ステップ９０１）。第１のアン
テナ回路１０３が第１の無線信号を受信すると、充電制御回路１０７におけるスイッチ４
０２がオンになり、それと共に放電制御回路１０９におけるスイッチ５０１がオフになり
、バッテリー１０８の充電が開始される（ステップ９０２）。バッテリー１０８の充電が
一定量蓄電されるまで、充電制御回路１０７におけるスイッチ４０２がオン、放電制御回
路１０９におけるスイッチ５０１がオフの状態が保持される（ステップ９０３のＮＯのフ
ロー）。バッテリー１０８の充電が完了すると（ステップ９０３のＹＥＳのフロー）、充
電制御回路１０７におけるスイッチ４０２がオフになり、それと共に放電制御回路１０９
におけるスイッチ５０１がオンとなり、バッテリー１０８から第２のアンテナ回路１０５
への放電が開始される（ステップ９０４）。バッテリー１０８から第２のアンテナ回路１
０５への放電が開始されることで、第２のアンテナ回路１０５におけるアンプ８０３が動
作し、第２のアンテナ回路１０５より、第３のアンテナ回路１１０への第２の無線信号１
１２の送信が行われる（ステップ９０５）。そしてバッテリー１０８に電力が蓄電されて
いるならば、充電制御回路１０７におけるスイッチ４０２がオフ、放電制御回路１０９に
おけるスイッチ５０１がオンの状態が保持される（ステップ９０６のＮＯのフロー）。バ
ッテリー１０８からの放電が完了、すなわちバッテリーの蓄電がなくなると、第２のアン
テナ回路１０５より、第３のアンテナ回路への第２の無線信号１１２の送信が完了する（
ステップ９０６のＹＥＳのフロー）。
【００５６】
なお、図９に示したフローチャートでは、ステップ９０６でバッテリー１０８の放電が完
了するか否かのフローを示したが、本発明はこれに限定されず、負荷部で電力を消費しな
い期間であれば放電を完了させ、ステップ９０２における充電を開始するフローに移行し
てもよい。
【００５７】
　次に、図９に示した無線受電装置１００に設けられたバッテリー１０８の充放電のフロ
ーチャートに関して図面を参照して説明する。
【００５８】
　本実施の形態で示す無線受電装置１００において、バッテリーの充電は積分的に行われ
、バッテリーの放電はパルス的に行われる（図９のステップ９０１、ステップ９０２）。
充電が積分的に行われるとは、第１のアンテナ回路１０３が受信する電磁波を取り込んで
足しあわせて充電を行うことをいい、連続的に電磁波を取り込む場合に限らず断続的に電
磁波を取り込む場合を含む。放電がパルス的に行われるとは、バッテリー１０８の充電が
行われる時間と比較してバッテリーの放電（第２のアンテナ回路１０５への電力の供給）
が行われる時間が短く間欠的に放電されることをいう。
【００５９】
　例えば、図１０（Ａ）に示すように、電磁波を一定の時間をかけて連続的に取り込むこ
とによりバッテリー１０８に少しずつ充電を行い、当該バッテリー１０８に充電された電
力を第２のアンテナ回路１０５に短期間で供給する（図９のステップ９０３、ステップ９
０４）ことにより第２のアンテナ回路１０５における発振器１９０１が動作し、第２のア
ンテナ回路１０５より、第３のアンテナ回路への電磁波の送信を行うことができる（図９
のステップ９０５）。
【００６０】
　上記図１に示した無線受電装置を例に挙げると、一定の時間をかけて取り込んだ電磁波
によりバッテリー１０８に少しずつ電力が蓄電され、バッテリー１０８の電位が一定値以
上に達した場合に放電制御回路１０９のスイッチ５０１がオンして第２のアンテナ回路１
０５にパルス的に大きい電力が供給される。その後、バッテリー１０８の電位が特定の値
より小さくなるまで第２のアンテナ回路１０５に電力を供給し続けることができるが、バ
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ッテリー１０８の電位が特定の値より小さくなった場合には、放電制御回路１０９のスイ
ッチがオフしてバッテリー１０８から負荷部１０２への電力の供給を停止する。そして、
バッテリー１０８に充電が行われてバッテリー１０８の電位が一定値以上になった場合に
再び放電制御回路１０９のスイッチがオンして負荷部１０２に大きい電力が供給される。
【００６１】
　このように、一定の時間をかけて電磁波を受信してバッテリーの充電を行い、蓄電され
た電力をパルス的に放電することによって、バッテリーの充電に利用する電磁波が微弱な
場合であっても、バッテリーから負荷部に大きい電力を供給することが可能となる。この
場合、バッテリーに充電が行われる期間は、バッテリーが放電する期間より長くなる。ま
た、単位時間あたりに前記バッテリーから放電される電力（負荷部１０２に供給される電
力）は、単位時間あたりにバッテリーに充電される電力と比較して大きくなる。なお、図
１０（Ａ）では、第１のアンテナ回路１０３が電磁波を連続的に取り込み、単位時間あた
り一定の電力を充電する例を示したが、電磁波を連続的に取り込む場合に限られず、パル
ス波や変調された電磁波を断続的に取り込んでバッテリーの充電を行ってもよい。
【００６２】
　また図１０（Ｂ）に示すように、バッテリー１０８の充電が完了した場合には充電を停
止し、負荷部１０２への電力の供給によりバッテリー１０８の電圧値がある値以下となっ
た場合にバッテリー１０８の充電を行う構成とすることができる。バッテリー１０８の放
電は、バッテリー１０８の電圧値がある値以下となるまで放電制御回路１０９のスイッチ
をオンの状態にし、負荷部１０２が動作する毎に電力を供給する構成としてもよいし、外
部からの信号を用いて放電制御回路１０９のスイッチの制御を行う構成としてもよい。
【００６３】
　なお、バッテリー１０８に充電された電力を第２のアンテナ回路１０５へパルス的に放
電を行う場合、放電制御回路１０９と第２のアンテナ回路１０５の間にスイッチ回路を設
け、当該スイッチ回路が定期的にオンすることによって、間欠的に第２のアンテナ回路１
０５へ電力を供給する構成としてもよい。例えば図１１に示すように、放電制御回路１０
９と第２のアンテナ回路１０５の間にスイッチ回路１３３を設け、クロック発生回路１３
１及び分周回路１３２を用いて定期的にスイッチ回路１３３に設けられたスイッチのオン
又はオフを制御させることができる。この場合、放電制御回路１０９に設けられたスイッ
チ５０１とスイッチ回路１３３に設けられたスイッチがオンの場合に、バッテリー１０８
から第２のアンテナ回路１０５に電力が供給される。また、クロック発生回路１３１及び
分周回路１３２の動作に必要な電力はバッテリー１０８から供給する構成とすることがで
きる。なお、図１１に示した構成において、スイッチ回路１３３に設けられたスイッチの
オン又はオフの期間の制御等は、クロック発生回路１３１及び分周回路１３２を実施者が
適宜設計することにより、自由に設定することができる。
【００６４】
　以上のように、本発明は、第１のアンテナ回路１０３、第２のアンテナ回路１０５、及
び第３のアンテナ回路１１０におけるアンテナの形状を、異なる形状のアンテナとするこ
とができる。すなわち、第１のアンテナ回路１０３が受信する第１の無線信号と、第２の
アンテナ回路と第３のアンテナ回路との間で送受信される第２の無線信号とが、周波数の
異なる無線信号を用いた異なる形式の電力伝送方式を採用することができる。そして、本
発明の無線受電装置においては、電力送受信部１０１と負荷部１０２を別々に作製するこ
とによって、電力送受信部と負荷部を容易に脱着可能にすることができる。そのため、第
１のアンテナ回路で受信する電磁波の周波数が変わる度に生じるアンテナの形状の変更を
、第１のアンテナ回路を具備する電力送受信部の変更だけで行うことができる。そのため
、本発明の無線受電装置は、第１のアンテナ変更に伴う生産コストの増大を抑えることが
でき、安価なコストで生産することができる。
【００６５】
　また本発明は、第１の無線信号により供給された電力を蓄積するバッテリー及び第１の
無線信号を受信するアンテナを具備するバッテリー部と、電力が供給される負荷を含む負
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荷部とを別に形成し、第２のアンテナ回路と第３のアンテナ回路との間で送受信される第
２の無線信号により、負荷部への電力の供給を行うことを特徴とする。そのため本発明の
無線受電装置は、第１の無線信号により供給される電力を蓄積するバッテリー部と、バッ
テリー部より電力が供給される負荷部との間で、貫通電極やワイヤーボンディング等を用
いずに電力の伝送を行うことができるため、断線や接続不良といった不具合を低減するこ
とができる。
【００６６】
　なお、本実施の形態で示した無線受電装置は、本明細書中の他の実施の形態で示す無線
受電装置の構成と組み合わせて実施することが可能である。
（実施の形態２）
【００６７】
　本実施の形態では、上記実施の形態１で示した無線受電装置における負荷として、ＲＦ
タグを設けた無線受電装置の一例に関して図面を参照して説明する。なお、本実施の形態
で示す構成は、ＲＦタグに限定されず無線通信によりデータの交信を行うデータ送受信装
置であれば適用することができる。
【００６８】
　本実施の形態で示す無線受電装置の一例に関して図１３を参照して説明する。
【００６９】
　図１３に示す無線受電装置１３００は、電力送受信部１０１、負荷部１０２を有してい
る。電力送受信部１０１は、第１のアンテナ回路１０３、バッテリー部１０４、第２のア
ンテナ回路１０５を有している。また負荷部１０２は第３のアンテナ回路１１０及びＲＦ
タグ１３０１を有している。
【００７０】
なお第１のアンテナ回路１０３、バッテリー部１０４、第２のアンテナ回路１０５、第３
のアンテナ回路１１０の構成については、実施の形態１で述べた構成と同じである。なお
、上記実施の形態１における図１の構成との違いは、負荷１１１がＲＦタグ１３０１に置
き換わった点にある。
【００７１】
　ＲＦタグ１３０１は、第４のアンテナ回路１３０２、信号処理回路１３０３、整流回路
１３１０、及び電源回路１３１１が設けられている。また、信号処理回路１３０３は、復
調回路１３０４、論理回路１３０５、メモリコントロール回路１３０６、メモリ回路１３
０７、論理回路１３０８、変調回路１３０９によって構成される。
【００７２】
　信号処理回路１３０３には、リーダ／ライタより送信され第４のアンテナ回路１３０２
で受信した通信信号が、信号処理回路１３０３における復調回路１３０４に入力される。
通常、通信信号は１３．５６ＭＨｚ、９１５ＭＨｚなどのキャリアをＡＳＫ（振幅偏移；
Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　ｓｈｉｆｔ　ｋｅｙｉｎｇ）変調、ＦＳＫ（周波数偏移；Ｆｒｅｑ
ｕｅｎｃｙ　ｓｈｉｆｔ　ｋｅｙｉｎｇ）変調などの処理をおこなって送られてくる。
【００７３】
なお本実施の形態における第４のアンテナ回路１３０２の構成は、上記実施の形態１で述
べた第１のアンテナ回路１０３の構成と同様に構成すればよい。
【００７４】
　図１３において、第４のアンテナ回路１３０２で受信した変調された通信信号は復調回
路１３０４で復調される。復調後の信号は論理回路１３０５に送られ解析される。論理回
路１３０５で解析された信号はメモリコントロール回路１３０６に送られる。論理回路１
３０５で解析された信号に基づき、メモリコントロール回路１３０６はメモリ回路１３０
７を制御する。メモリコントロール回路１３０６により、メモリ回路１３０７に記憶され
たデータが取り出され論理回路１３０８に送られる。メモリ回路１３０７より取り出され
たデータは論理回路１３０８でエンコード処理されたのち、変調回路１３０９で変調をか
けられる。そして、第４のアンテナ回路１３０２より無線信号が、リーダ／ライタに送信
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される。
【００７５】
　なお、図１３における信号処理回路１３０３の電源は、電力送受信部１０１のバッテリ
ー部１０４により、第２のアンテナ回路１０５を介して第３のアンテナ回路が受信した第
２の無線信号を整流回路１３１０で整流化及び平滑化し、電源回路１３１１で定電圧化さ
れて信号処理回路１３０３に供給されている。このようにしてＲＦタグ１３０１は動作す
る。
【００７６】
なお、信号処理回路１３０３において信号を処理するためには、基準となるクロック信号
が必要であり、例えば、１３．５６ＭＨｚのキャリアをクロックに用いることができる。
または、ＲＦタグ１３０１内にクロック生成回路を設け、電源回路１３１１より電源を確
保することにより、信号処理回路１３０３に安定してクロック信号を供給する構成として
もよい。
【００７７】
　また、上記実施の形態１の図１１に示したように、バッテリー部１０４の放電制御回路
１０９と第２のアンテナ回路１０５の間にスイッチ回路１３３を設け、間欠的にバッテリ
ー１０８からＲＦタグ１３０１へ電力を供給して信号処理回路１３０３を動作させる構成
としてもよい。この場合、信号処理回路１３０３が定期的にリーダ／ライタと信号の送受
信を、第４のアンテナ回路１３０２を介して行う構成とすることができる。特に本実施の
形態において示した負荷をＲＦタグとする構成では、信号の送受信が定常的に行われるも
のではないため、間欠的に電力の供給を行うことで信号の送受信での電力の使用を効率よ
く行うことができる。
【００７８】
　なお、本実施の形態で示した無線受電装置は、本明細書中の他の実施の形態で示す無線
受電装置の構成と組み合わせて実施することが可能である。すなわち、上記実施の形態１
で述べたように、第１のアンテナ回路１０３、第２のアンテナ回路１０５、及び第３のア
ンテナ回路１１０におけるアンテナの形状を、異なる形状のアンテナとすることができる
。すなわち、第１のアンテナ回路１０３が受信する第１の無線信号と、第２のアンテナ回
路１０５と第３のアンテナ回路１１０との間で送受信される第２の無線信号とが、周波数
の異なる無線信号を用いた異なる形式の電力伝送方式を採用することができる。そして、
本発明の無線受電装置においては、電力送受信部１０１と負荷部１０２を別々に作製する
ことによって、電力送受信部と負荷部を容易に脱着可能にすることができる。そのため、
第１のアンテナ回路で受信する電磁波の周波数が変わる度に生じるアンテナの形状の変更
を、第１のアンテナ回路を具備する電力送受信部の変更だけで行うことができる。そのた
め、本発明の無線受電装置は、第１のアンテナ変更に伴う生産コストの増大を抑えること
ができ、安価なコストで生産することができる。
【００７９】
　また本実施の形態で示した無線受電装置は、第１の無線信号により供給された電力を蓄
積するバッテリー及び第１の無線信号を受信するアンテナを具備するバッテリー部と、電
力が供給される負荷を含む負荷部とを別に形成し、第２のアンテナ回路と第３のアンテナ
回路との間で送受信される第２の無線信号により、負荷部への電力の供給を行うことを特
徴とする。そのため本実施の形態の無線受電装置は、第１の無線信号により供給される電
力を蓄積するバッテリー部と、バッテリー部より電力が供給される負荷部との間で、貫通
電極やワイヤーボンディング等を用いずに電力の伝送を行うことができる、断線や接続不
良といった不具合を低減することができる。
（実施の形態３）
【００８０】
　本実施の形態では、上記実施の形態２で示した無線受電装置における負荷として、実施
の形態２のＲＦタグにおける整流回路、電源回路、及び信号処理回路を設けた無線受電装
置の一例に関して図面を参照して説明する。本実施の形態においては、電力送受信部を用
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いて外部との通信信号の送受信及び無線信号による電力の供給が行われる形態について説
明する。
【００８１】
　本実施の形態で示す無線受電装置の一例に関して図１６を参照して説明する。
【００８２】
　図１６に示す無線受電装置１６００は、電力送受信部１０１、負荷部１０２、信号送受
信部１６０１を有している。電力送受信部１０１は、第１のアンテナ回路１０３、バッテ
リー部１０４、第２のアンテナ回路１０５を有している。また負荷部１０２は、第３のア
ンテナ回路１１０、信号処理回路１３０３、整流回路１３１０、及び電源回路１３１１が
設けられている。また、信号処理回路１３０３は、図１３で示した復調回路１３０４、論
理回路１３０５、メモリコントロール回路１３０６、メモリ回路１３０７、論理回路１３
０８、及び変調回路１３０９によって構成される。また信号送受信部１６０１はスイッチ
１６０２、アンプ１６０３、及びアンプ１６０４を有している。
【００８３】
なお図１６に示す第１のアンテナ回路１０３、バッテリー部１０４、第２のアンテナ回路
１０５、第３のアンテナ回路１１０の構成については、実施の形態２で述べた構成と同じ
である。上記実施の形態２における図１３の構成との違いは、無線受電装置１６００が信
号送受信部１６０１を有する点、及び負荷部１０２の信号処理回路１３０３が第４のアン
テナ回路に接続されていない点にある。また本実施の形態においては、第２のアンテナ回
路の構成は、第２のアンテナ回路の入力部にアンプを有する構成であり、第２のアンテナ
回路内にアンプを具備する必要がないため、第１のアンテナ回路１０３の構成と同様でよ
い。
【００８４】
　信号送受信部１６０１にはリーダ／ライタより送信され第１のアンテナ回路１０３で受
信した通信信号が信号送受信部１６０１のスイッチ１６０２に入力される。通常、通信信
号は１３．５６ＭＨｚ、９１５ＭＨｚなどのキャリアをＡＳＫ（振幅偏移；Ａｍｐｌｉｔ
ｕｄｅ　ｓｈｉｆｔ　ｋｅｙｉｎｇ）変調、ＦＳＫ（周波数偏移；Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　
ｓｈｉｆｔ　ｋｅｙｉｎｇ）変調などの処理をおこなって送られてくる。なお信号送受信
部におけるスイッチ１６０２のオン又はオフの制御は、例えば、実施の形態１で示したバ
ッテリー部１０４の充電制御回路１０７におけるスイッチ４０２と連動し、スイッチ４０
２がオンのときにスイッチ１６０２がオフになる。またスイッチ４０２がオフのときにス
イッチ１６０２がオンになるようにおこなえばよい。すなわち、第１のアンテナ回路にお
ける通信信号の送受信とバッテリーを充電するための通信信号の受信を切り替えて行う。
なお、通信信号は、リーダ／ライタより出力される信号であればよい。
【００８５】
　図１６において、第１のアンテナ回路１０３で受信した変調された通信信号はアンプ１
６０３で増幅される。アンプ１６０３で増幅された通信信号は第２のアンテナ回路１０５
に送られる。第２のアンテナ回路１０５に送られた通信信号は、無線信号１６０５として
第３のアンテナ回路１１０に送信される。第３のアンテナ回路１１０で無線信号１６０５
を受信し、信号処理回路１３０３に送られる。また第３のアンテナ回路１１０で受信した
無線信号１６０５は整流回路１３１０を介して電源回路１３１１に入力され、信号処理回
路１３０３の電源を確保する。
【００８６】
図１６において信号処理回路１３０３で処理された通信信号は、第３のアンテナ回路１１
０より無線信号１６０５として第２のアンテナ回路１０５に送信される。無線信号１６０
５を受信した第２のアンテナ回路１０５は、受信した無線信号を通信信号としてアンプ１
６０４に送り、通信信号が増幅される。そして、スイッチ１６０２を介して第１のアンテ
ナ回路１０３より、リーダライタに通信信号が送信される。
【００８７】
　なお、図１６における信号処理回路１３０３の電源は、電力送受信部１０１のバッテリ
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ー部１０４からの電源で通信信号がアンプ１６０３により増幅されることで、第２のアン
テナ回路１０５を介して第３のアンテナ回路１１０に無線信号として送信され、整流回路
１３１０で整流化及び平滑化し、電源回路１３１１で定電圧化されて信号処理回路１３０
３に供給されている。
【００８８】
なお、信号処理回路１３０３において信号を処理するためには、基準となるクロック信号
が必要であり、例えば、無線信号のキャリアをクロックに用いることができる。または、
負荷部１０２内にクロック生成回路を設け、電源回路１３１１より電源を確保することに
より、信号処理回路１３０３に安定してクロック信号を供給する構成としてもよい。
【００８９】
なお、本実施の形態においては、説明のため、通信信号をリーダ／ライタと信号処理回路
間でデータを搬送するための信号、無線信号を前記通信信号の中で第２のアンテナ回路及
び第３のアンテナ回路間で送受信される信号であるものとして説明している。
【００９０】
　また、上記図１６に示した構成とは別に第１のアンテナ回路で受信する通信信号の周波
数と第２のアンテナ回路より第３のアンテナ回路へ送信する無線信号の周波数を別にする
ための構成を取ることもできる。具体的な構成について図１７を用いて説明する。
【００９１】
　図１７に示す無線受電装置１７００は、電力送受信部１０１、負荷部１０２、信号送受
信部１７０１を有している。電力送受信部１０１は、第１のアンテナ回路１０３、バッテ
リー部１０４、第２のアンテナ回路１０５を有している。また負荷部１０２は、第３のア
ンテナ回路１１０、信号処理回路１３０３、整流回路１３１０、及び電源回路１３１１が
設けられている。また、信号処理回路１３０３は、図１３で示した復調回路１３０４、論
理回路１３０５、メモリコントロール回路１３０６、メモリ回路１３０７、論理回路１３
０８、及び変調回路１３０９によって構成される。また信号送受信部１７０１はスイッチ
１７０２、復調回路１７０３、周波数変換回路１７０４、復調回路１７０５、周波数変換
回路１７０６、及びスイッチ１７０７を有している。
【００９２】
なお図１７に示す第１のアンテナ回路１０３、バッテリー部１０４、第２のアンテナ回路
１０５、第３のアンテナ回路１１０の構成については、実施の形態２で述べた構成と同じ
である。上記実施の形態２における図１３の構成との違いは、無線受電装置１６００が信
号送受信部１７０１を有する点、及び負荷部１０２の信号処理回路１３０３が第４のアン
テナ回路に接続されていない点にある。
【００９３】
　信号送受信部１７０１にはリーダ／ライタより送信され第１のアンテナ回路１０３で受
信した通信信号が信号送受信部１７０１のスイッチ１７０２に入力される。通常、通信信
号は１３．５６ＭＨｚ、９１５ＭＨｚなどのキャリアをＡＳＫ（振幅偏移；Ａｍｐｌｉｔ
ｕｄｅ　ｓｈｉｆｔ　ｋｅｙｉｎｇ）変調、ＦＳＫ（周波数偏移；Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　
ｓｈｉｆｔ　ｋｅｙｉｎｇ）変調などの処理をおこなって送られてくる。なお信号送受信
部におけるスイッチ１７０２のオン又はオフの制御は、例えば、実施の形態１で示したバ
ッテリー部１０４の充電制御回路１０７におけるスイッチ４０２と連動し、スイッチ４０
２がオンのときにスイッチ１７０２がオフになる。またスイッチ４０２がオフのときにス
イッチ１７０２がオンになるようにおこなえばよい。すなわち、第１のアンテナ回路にお
ける通信信号の送受信とバッテリーの充電を切り替えて行う。
【００９４】
　図１７において、第１のアンテナ回路１０３で受信した変調された通信信号は復調回路
１７０３で復調される。復調回路１７０３で復調された信号は周波数変換回路１７０４に
送られ、周波数変換回路１７０４において第１のアンテナ回路１０３で受信した通信信号
の周波数とは異なる周波数の通信信号に変換される。周波数変換回路１７０４より出力さ
れた通信信号は、無線信号１７０８として第３のアンテナ回路１１０に送信される。第３
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のアンテナ回路１１０で無線信号１７０８を受信し、信号処理回路１３０３に送られる。
また第３のアンテナ回路１１０で受信した無線信号１７０８は整流回路１３１０を介して
電源回路１３１１に入力され、信号処理回路１３０３の電源を確保する。
【００９５】
図１７において信号処理回路１３０３で処理された通信信号は、第３のアンテナ回路１１
０より無線信号１７０８として第２のアンテナ回路１０５に送信される。無線信号１７０
８を受信した第２のアンテナ回路１０５は、受信した無線信号を復調回路１７０５に送り
、通信信号として復調される。復調回路１７０５で復調された通信信号は周波数変換回路
１７０６に送られ、周波数変換回路１７０６において第２のアンテナ回路１０５で受信し
た信号の周波数とは異なる周波数の通信信号に変換される。周波数変換回路１７０６より
出力された通信信号は、スイッチ１７０７を介して第１のアンテナ回路１０３より、リー
ダライタに送信される。
【００９６】
図１７に示す周波数変換回路１７０４及び周波数変換回路１７０６の具体的な構成例につ
いて示す。周波数変換回路は入力される通信信号の周波数を異ならせる回路であればよい
。図１８において、周波数変換回路１７０４及び周波数変換回路１７０６は、発振器１８
０１、ミキサー１８０２、及びアンプ１８０３を有する。発振器１８０１は、バッテリー
部１０４から電力が供給され、所望の周波数の信号をミキサー１８０２に出力する。ミキ
サー１８０２では発振器からの信号と復調回路１７０３（または復調回路１７０５）から
の通信信号のかけ算が行われ、アンプ１８０３にかけ算された信号が出力される。アンプ
１８０３は、ミキサー１８０２より入力された信号の振幅を増幅し第２のアンテナ回路１
０５（またはスイッチ１７０７）に出力する。
【００９７】
　なお、図１７における信号処理回路１３０３の電源は、電力送受信部１０１のバッテリ
ー部１０４からの電源で通信信号が、周波数変換回路１７０４のアンプ１８０３で増幅さ
れることで、第２のアンテナ回路１０５を介して第３のアンテナ回路に無線信号として送
信され、整流回路１３１０で整流化及び平滑化し、電源回路１３１１で定電圧化されて信
号処理回路１３０３に供給されている。
【００９８】
なお、信号処理回路１３０３において信号を処理するためには、基準となるクロック信号
が必要であり、例えば、無線信号のキャリアをクロック信号に用いることができる。また
は、負荷部１０２内にクロック生成回路を設け、電源回路１３１１より電源を確保するこ
とにより、信号処理回路１３０３に安定してクロック信号を供給する構成としてもよい。
【００９９】
　なお、本実施の形態で示した無線受電装置は、本明細書中の他の実施の形態で示す無線
受電装置の構成と組み合わせて実施することが可能である。すなわち、上記実施の形態１
で述べたように、第１のアンテナ回路１０３、第２のアンテナ回路１０５、及び第３のア
ンテナ回路１１０におけるアンテナの形状を、異なる形状のアンテナとすることができる
。すなわち、第１のアンテナ回路１０３が受信する第１の無線信号と、第２のアンテナ回
路と第３のアンテナ回路との間で送受信される第２の無線信号とが、周波数の異なる無線
信号を用いた異なる形式の電力伝送方式を採用することができる。そして、本発明の無線
受電装置においては、電力送受信部１０１と負荷部１０２を別々に作製することによって
、電力送受信部と負荷部を容易に脱着可能にすることができる。そのため、第１のアンテ
ナ回路で受信する電磁波の周波数が変わる度に生じるアンテナの形状の変更を、第１のア
ンテナ回路を具備する電力送受信部の変更だけで行うことができる。そのため、本発明の
無線受電装置は、第１のアンテナ変更に伴う生産コストの増大を抑えることができ、安価
なコストで生産することができる。
【０１００】
　また本実施の形態で示した無線受電装置は、第１の無線信号により供給された電力を蓄
積するバッテリー及び第１の無線信号を受信するアンテナを具備するバッテリー部と、電
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力が供給される負荷を含む負荷部とを別に形成し、第２のアンテナ回路１０５と第３のア
ンテナ回路１１０との間で送受信される第２の無線信号により、負荷部への電力の供給を
行うことを特徴とする。そのため本実施の形態の無線受電装置は、第１の無線信号により
供給される電力を蓄積するバッテリー部と、バッテリー部より電力が供給される負荷部と
の間で、貫通電極やワイヤーボンディング等を用いずに電力の伝送を行うことができるた
め、断線や接続不良といった不具合を低減することができる。
（実施の形態４）
【０１０１】
　本実施の形態では、上記実施の形態で示した無線受電装置の利用形態の一例について図
１４、図１５を用いて説明する。
【０１０２】
　図１４（Ａ）は、本発明に係る無線受電装置１４００として第１の無線信号１４０１を
受信する第１のアンテナ回路１４０２、バッテリー部１４０３、及び第２のアンテナ回路
１４０４を具備する電力送受信部１４０５、第２の無線信号１４０６を受信する第３のア
ンテナ回路１４０８を具備する負荷部１４０７の位置関係について示した図である。
【０１０３】
　また図１４（Ｂ）は、本発明に係る無線受電装置１４５０として第１の無線信号１４５
１を受信する第１のアンテナ回路１４５２、バッテリー部１４５３、及び第２のアンテナ
回路１４５４を具備する電力送受信部１４５５、第２の無線信号１４５６を受信する第３
のアンテナ回路１４５８を具備する負荷部１４５７の位置関係について示した図である。
【０１０４】
図１４（Ａ）、図１４（Ｂ）では、図１４（Ａ）における第１の無線信号１４０１と図１
４（Ｂ）における第１の無線信号１４５１の電力伝送形式が異なる。そのため図１４（Ａ
）における第１のアンテナ回路１４０２と図１４（Ｂ）における第１のアンテナ回路１４
５２のアンテナの形状の変更を行う必要がある。本発明の無線受電装置においては、電力
送受信部と負荷部とで電力を第２の無線信号により供給するため、電力送受信部と負荷部
とを別に形成することができる。そのため、第１のアンテナ回路が受信する第１の無線信
号の電力伝送方式の変更を行う際、電力送受信部のみの設計の変更を行うだけでよいため
、大幅なコスト削減をすることができる。
【０１０５】
また、図１４（Ａ）、図１４（Ｂ）では図示していないが、電力送受信部と負荷部でサイ
ズが異なる場合、電力送受信部と負荷部とを別に形成することが好ましい。しかしながら
、電力送受信部と負荷部を別に形成した後に貫通電極やワイヤーボンディング等の物理的
な接触による方法で接続した場合、断線や接続不良が発生してしまう。本発明においては
、電力送受信部と負荷部との間の電力の送受信について第２の無線信号によって行うこと
により、貫通電極やワイヤーボンディング等の物理的な接触による方法を行うことがない
ため、断線や接続不良といった不具合を低減することができる。また併せて、電力送受信
部と負荷部を別に形成することができ、電力送受信部と負荷部とでサイズが異なる場合に
別にしてそれぞれ作製することができる。
【０１０６】
なお、本発明では、図１４に示したように電力送受信部に対し、複数の負荷部を有する構
成とすることができる。本発明は、複数の負荷部を有する構成においても、貫通電極やワ
イヤーボンディング等の物理的な接触による方法を行うことなく電力の供給を行うことが
できる。そのため、複数の負荷部がある場合には、複数箇所への貫通電極やワイヤーボン
ディング等の物理的な接触のための複雑な配線による給電の必要がないため、特に好適で
ある。具体的な用途としては、電線による電力の供給の困難な場所における複数の電子機
器や電子部品への電力供給等が挙げられる。すなわち、電線による電力の供給が困難な場
所において、遠方より商用電波を第１のアンテナ回路で受信することでバッテリーの充電
を行い、第２のアンテナ回路と第３のアンテナ回路との間を近距離で電力の供給を間欠的
に行うことが本発明により実現できる。
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【０１０７】
　例えば、本発明の無線受電装置を具備する電子機器は、携帯電話、デジタルビデオカメ
ラ、コンピュータ、携帯情報端末（モバイルコンピュータ、携帯電話、携帯型ゲーム機又
は電子書籍等）、記録媒体を備えた画像再生装置（具体的にはＤｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓ
ａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ（ＤＶＤ）等の記録媒体を再生し、その画像を表示しうるディスプ
レイを備えた装置）などが挙げられる。以下、一例について図１５を用いて説明する。
【０１０８】
図１５（Ａ）は携帯電話の一例であり、本体２５０１、音声出力部２５０２、音声入力部
２５０３、表示部２５０４、操作スイッチ２５０５、アンテナ２５０６等によって構成さ
れている。本発明の無線受電装置は本体２５０１に対応し、第１のアンテナ回路がアンテ
ナ２５０６に対応し、負荷部が音声出力部２５０２、音声入力部２５０３、表示部２５０
４、操作スイッチ２５０５等の電子部品に対応する。また本体２５０１の内部にバッテリ
ー部を具備し、バッテリー部には第２のアンテナ回路が接続され、音声出力部２５０２、
音声入力部２５０３、表示部２５０４、操作スイッチ２５０５等の電子部品のいずれかに
は第３のアンテナ回路が設けられる。そしてアンテナ２５０６で外部から無線信号を受信
し、バッテリーを充電することができる。そしてバッテリーに接続された第２のアンテナ
回路より、電力を消費する各電子部品に第３のアンテナ回路を介して無線信号による電力
を供給することができる。
【０１０９】
　図１５（Ｂ）は携帯型コンピュータ（ノート型コンピュータともいう）の一例であり、
本体２５１１、筐体２５１２、表示部２５１３、キーボード２５１４、外部接続ポート２
５１５、ポインティングデバイス２５１６、アンテナ２５１７等によって構成されている
。本発明の無線受電装置は本体２５１１に対応し、第１のアンテナ回路がアンテナ２５１
７に対応し、負荷部が表示部２５１３、キーボード２５１４、外部接続ポート２５１５、
ポインティングデバイス２５１６等の電子部品に対応する。また本体２５１１の内部にバ
ッテリー部を具備し、バッテリー部には第２のアンテナ回路が接続され、表示部２５１３
、キーボード２５１４、外部接続ポート２５１５、ポインティングデバイス２５１６等の
電子部品のいずれかには第３のアンテナ回路が設けられる。そしてアンテナ２５１７で外
部から無線信号を受信し、バッテリーを充電することができる。そしてバッテリーに接続
された第２のアンテナ回路より、電力を消費する各電子部品に第３のアンテナ回路を介し
て無線信号による電力を供給することができる。
【０１１０】
図１５（Ｃ）はデジタルカメラの一例であり、本体２５２１、表示部２５２２、操作キー
２５２３、スピーカー２５２４、シャッターボタン２５２５、受像部２５２６、アンテナ
２５２７等によって構成されている。本発明の無線受電装置は本体２５２１に対応し、第
１のアンテナ回路がアンテナ２５２７に対応し、負荷部は表示部２５２２、操作キー２５
２３、スピーカー２５２４、シャッターボタン２５２５、受像部２５２６等の電子部品に
対応する。また本体２５２１の内部にバッテリー部を具備し、バッテリー部には第２のア
ンテナ回路が接続され、表示部２５２２、操作キー２５２３、スピーカー２５２４、シャ
ッター２５２５、受像部２５２６等の電子部品のいずれかには第３のアンテナ回路が設け
られる。そしてアンテナ２５２７で外部から無線信号を受信し、バッテリーを充電するこ
とができる。そしてバッテリーに接続された第２のアンテナ回路より、電力を消費する各
電子部品に第３のアンテナ回路を介して無線信号による電力を供給することができる。
【０１１１】
図１５（Ｄ）は記録媒体を備えた携帯型の画像再生装置（具体的にはＤＶＤ再生装置）の
一例であり、本体２５３１、筐体２５３２、第１の表示部２５３３、第２の表示部２５３
４、記録媒体（ＤＶＤ等）読み込み部２５３５、操作キー２５３６、スピーカー部２５３
７、アンテナ２５３８等によって構成されている。本発明の無線受電装置は本体２５３１
が対応し、第１のアンテナ回路がアンテナ２５３８に対応し、負荷部は第１の表示部２５
３３、第２の表示部２５３４、記録媒体（ＤＶＤ等）読み込み部２５３５、操作キー２５
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３６、スピーカー部２５３７等の電子部品が対応する。また本体２５３１の内部にバッテ
リー部を具備し、バッテリー部には第２のアンテナ回路が接続され、第１の表示部２５３
３、第２の表示部２５３４、記録媒体（ＤＶＤ等）読み込み部２５３５、操作キー２５３
６、スピーカー部２５３７等の電子部品のいずれかには第３のアンテナ回路が設けられる
。そしてアンテナ２５３８で外部から無線信号を受信し、バッテリーを充電することがで
きる。そしてバッテリーに接続された第２のアンテナ回路より、電力を消費する各電子部
品に第３のアンテナ回路を介して無線信号による電力を供給することができる。
【０１１２】
図１５（Ｅ）はデジタルビデオカメラであり、本体２５４１、表示部２５４２、音声入力
部２５４３、操作スイッチ２５４４、バッテリー２５４５、受像部２５４６、アンテナ２
５４７等によって構成されている。本発明の無線受電装置は本体２５４１に対応し、第１
のアンテナ回路がアンテナ２５４７に対応し、負荷部が表示部２５４２、音声入力部２５
４３、操作スイッチ２５４４、バッテリー２５４５、受像部２５４６等の電子部品に対応
する。また本体２５４１の内部にバッテリー部を具備し、バッテリー部には第２のアンテ
ナ回路が接続され、表示部２５４２、音声入力２５４３、操作スイッチ２５４４、バッテ
リー２５４５、受像部２５４６等の電子部品のいずれかには第３のアンテナ回路が設けら
れる。そしてアンテナ２５４７で外部から無線信号を受信し、バッテリーを充電すること
ができる。そしてバッテリーに接続された第２のアンテナ回路より、電力を消費する各電
子部品に第３のアンテナ回路を介して無線信号による電力を供給することができる。
【０１１３】
図１５（Ｆ）は携帯情報端末の一例であり、本体２５５１、スタイラス２５５２、表示部
２５５３、操作ボタン２５５４、外部インターフェイス２５５５、アンテナ２５５６等に
よって構成されている。本発明の無線受電装置は本体２５５１に対応し、第１のアンテナ
回路がアンテナ２５５６に対応し、負荷部が表示部２５５３、操作ボタン２５５４、外部
インターフェイス２５５５等の電子部品に対応する。また本体２５５１の内部にバッテリ
ー部を具備し、バッテリー部には第２のアンテナ回路が接続され、表示部２５５３、操作
ボタン２５５４、外部インターフェイス２５５５等の電子部品のいずれかには第３のアン
テナ回路が設けられる。そしてアンテナ２５５６で外部から無線信号を受信し、バッテリ
ーを充電することができる。そしてバッテリーに接続された第２のアンテナ回路より、電
力を消費する各電子部品に第３のアンテナ回路を介して無線信号による電力を供給するこ
とができる。
【０１１４】
　なお、本実施の形態で示した無線受電装置は、本明細書中の他の実施の形態で示す無線
受電装置の構成と組み合わせて実施することが可能である。すなわち、上記実施の形態１
で述べたように、第１のアンテナ回路１０３、第２のアンテナ回路１０５、及び第３のア
ンテナ回路１１０におけるアンテナの形状を、異なる形状のアンテナとすることができる
。すなわち、第１のアンテナ回路１０３が受信する第１の無線信号と、第２のアンテナ回
路と第３のアンテナ回路との間で送受信される第２の無線信号とが、周波数の異なる無線
信号を用いた異なる形式の電力伝送方式を採用することができる。そして、本発明の無線
受電装置においては、電力送受信部であるアンテナ及びバッテリーと、負荷部である電子
部品を別々に作製することによって、電力送受信部と負荷部を容易に脱着可能にすること
ができる。そのため、第１のアンテナ回路で受信する電磁波の周波数が変わる度に生じる
アンテナの形状の変更を、第１のアンテナ回路を具備する電力送受信部の変更だけで行う
ことができる。そのため、本発明の無線受電装置は、第１のアンテナ変更に伴う生産コス
トの増大を抑えることができ、安価なコストで生産することができる。
【０１１５】
　また本実施の形態で示した無線受電装置は、第１の無線信号により供給された電力を蓄
積するバッテリー及び第１の無線信号を受信するアンテナを具備するバッテリー部と、電
力が供給される負荷を含む負荷部とを別に形成し、第２のアンテナ回路と第２のアンテナ
回路との間で送受信される第２の無線信号により、負荷部への電力の供給を行うことを特
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徴とする。そのため本実施の形態で示した無線受電装置は、第１の無線信号により供給さ
れる電力を蓄積するバッテリー部と、バッテリー部より電力が供給される負荷部との間で
、貫通電極やワイヤーボンディング等を用いずに電力の伝送を行うことができるため、断
線や接続不良といった不具合を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１６】
【図１】実施の形態１の構成について説明する図。
【図２】実施の形態１の構成について説明する図。
【図３】実施の形態１の構成について説明する図。
【図４】実施の形態１の構成について説明する図。
【図５】実施の形態１の構成について説明する図。
【図６】実施の形態１の構成について説明する図。
【図７】実施の形態１の構成について説明する図。
【図８】実施の形態１の構成について説明する図。
【図９】実施の形態１の動作について説明する図。
【図１０】実施の形態１における充放電期間と電力の関係について説明する図。
【図１１】実施の形態１の構成について説明する図。
【図１２】実施の形態１の構成について説明する図。
【図１３】実施の形態２の構成について説明する図。
【図１４】実施の形態４の構成について説明する図。
【図１５】実施の形態４の構成について説明する図。
【図１６】実施の形態３の構成について説明する図。
【図１７】実施の形態３の構成について説明する図。
【図１８】実施の形態３の構成について説明する図。
【図１９】実施の形態１の構成について説明する図。
【符号の説明】
【０１１７】
１００　　無線受電装置
１０１　　電力送受信部
１０２　　負荷部
１０３　　第１のアンテナ回路
１０４　　バッテリー部
１０５　　第２のアンテナ回路
１０６　　整流回路
１０７　　充電制御回路
１０８　　バッテリー
１０９　　放電制御回路
１１０　　第３のアンテナ回路
１１１　　負荷
１１２　　第２の無線信号
１３１　　クロック発生回路
１３２　　分周回路
１３３　　スイッチ回路
１７１　　充放電管理回路
２０１　　電磁波供給手段
２０２　　電磁波
３００　　給電器
３０１　　送電制御部
３０２　　アンテナ回路
３０３　　アンテナ
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３０４　　共振容量
３０５　　第１の無線信号
４０１　　レギュレータ
４０２　　スイッチ
４０３　　ダイオード
４５１　　アンテナ
４５２　　共振容量
４５３　　ダイオード
４５５　　平滑容量
５０１　　スイッチ
５０２　　レギュレータ
５０３　　シュミットトリガー
８０１　　アンテナ
８０２　　共振容量
８０３　　アンプ
９０１　　ステップ
９０２　　ステップ
９０３　　ステップ
９０４　　ステップ
９０５　　ステップ
９０６　　ステップ
１３００　　無線受電装置
１３０１　　ＲＦタグ
１３０２　　アンテナ回路
１３０３　　信号処理回路
１３０４　　復調回路
１３０５　　論理回路
１３０６　　メモリコントロール回路
１３０７　　メモリ回路
１３０８　　論理回路
１３０９　　変調回路
１３１０　　整流回路
１３１１　　電源回路
１４００　　無線受電装置
１４０１　　第１の無線信号
１４０２　　第１のアンテナ回路
１４０３　　バッテリー部
１４０４　　第２のアンテナ回路
１４０５　　電力送受信部
１４０６　　第２の無線信号
１４０７　　負荷部
１４０８　　第３のアンテナ回路
１４５０　　無線受電装置
１４５１　　第１の無線信号
１４５２　　第１のアンテナ回路
１４５３　　バッテリー部
１４５４　　第２のアンテナ回路
１４５５　　電力送受信部
１４５６　　第２の無線信号
１４５７　　負荷部
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１４５８　　第３のアンテナ回路
１６００　　無線受電装置
１６０１　　信号送受信部
１６０２　　スイッチ
１６０３　　アンプ
１６０４　　アンプ
１６０５　　無線信号
１７００　　無線受電装置
１７０１　　信号送受信部
１７０２　　スイッチ
１７０３　　復調回路
１７０４　　周波数変換回路
１７０５　　復調回路
１７０６　　周波数変換回路
１７０７　　スイッチ
１７０８　　無線信号
１８０１　　発振器
１８０２　　ミキサー
１８０３　　アンプ
１９０１　　発振器
２５０１　　本体
２５０２　　音声出力部
２５０３　　音声入力部
２５０４　　表示部
２５０５　　操作スイッチ
２５０６　　アンテナ
２５１１　　本体
２５１２　　筐体
２５１３　　表示部
２５１４　　キーボード
２５１５　　外部接続ポート
２５１６　　ポインティングデバイス
２５１７　　アンテナ
２５２１　　本体
２５２２　　表示部
２５２３　　操作キー
２５２４　　スピーカー
２５２５　　シャッターボタン
２５２６　　受像部
２５２７　　アンテナ
２５３１　　本体
２５３２　　筐体
２５３３　　表示部
２５３４　　表示部
２５３５　　部
２５３６　　操作キー
２５３７　　スピーカー部
２５３８　　アンテナ
２５４１　　本体
２５４２　　表示部
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２５４３　　音声入力部
２５４４　　操作スイッチ
２５４５　　バッテリー
２５４６　　受像部
２５４７　　アンテナ
２５５１　　本体
２５５２　　スタイラス
２５５３　　表示部
２５５４　　操作ボタン
２５５５　　外部インターフェイス
２５５６　　アンテナ
２９０２Ａ　　アンテナ
２９０２Ｂ　　アンテナ
２９０２Ｃ　　アンテナ
２９０２Ｄ　　アンテナ
２９０２Ｅ　　アンテナ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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